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１．　はじめに

某研究施設新築工事にあたっては、当該建物に振動を

嫌う加工装置が設置予定である一方で、建設場所に隣接

して道路及び高架鉄道があるため、鉄道及び道路からの

振動による嫌振機械への影響が懸念された。そこで、嫌

振機械が設置される部屋を主対象として構造的な除振対

策を施すと同時に、嫌振機械である放電加工機７台を設

置する床板全体を除振する新たな工法を採用した。

２．　除振性能目標の設定

２．１　嫌振機器の許容振動条件

除振対象となる嫌振機器は Table 1の通りである。こ

れらの機械は設置床の振動ならびに床水平度に関して、

以下のような条件を要する。

(1) 水平・上下とも 0～20Hz において 40dB（加速度 0.1

cm/sec2 *）以下

(2) 床水平精度 0.02mm／ｍ以内

（*注：通常 dB 表記による場合は、振幅の二乗平均

値（Root Mean Square）を意味するが、ここでは、

安全余裕をみて加速度の最大値（Peak）を用いて検

討を行なっている。）

Table 1 除振対象の嫌振機器

Precision Machines which Require Vibration Isolation

機器種別 重量 設置予定台数
ワイヤー放電加工機 (W-EDM) 2.3 ton 3台
型彫放電加工機 (EDM) 5.0 ton 4台

２．２　除振性能目標

上記機器が設置される建物は、Fig 1 に示すように、

高架鉄道ならびに道路に隣接しており、周辺地盤からの

交通振動の影響が計画段階から懸念された。建屋建設前

に計画地にて実施された交通振動測定結果では、地盤上

において、電車通過時に水平方向 3.5～4.0Hz で約 0.6

cm/sec2、自動車通過時に上下方向 5.0Hz 付近で約 0.8

cm/sec2という卓越した振動が観測された。

これらの振幅を機器の振動許容値(1)と比較し、除振性

能目標値として、水平方向については 3.5Hz～4.0Hz に

おいて 1/6 (=0.167)、上下方向については 5.0Hzにおいて

1/8 (=0.125)という値を設定した。

２．３　建物への入力損失

Table 2 に建物基礎ならびに地盤に関する諸元を示す。

また、Fig. 2 に地盤柱状図を示す。これらの諸元に基づ

き、地盤から建屋への入力損失ならびに基礎杭による振

動低減効果を検討した。（検討の詳細は省略）

その結果、上下方向の振動に関しては機器設置床にお

ける振動が振動許容値(1)を下回ることが予想された。す

なわち、追加の除振対策を施さずとも(1)の許容値を満足

すると予想された。上下方向に関しては、除振対象機器

の水平度に関して(2)のような厳しい条件が課せられてい

ることから、上下方向に関して何らかの除振装置を設け

ることは、過剰対策となることはあっても、水平度の点

で新たな問題を生じる危険性の方が大きいと考えられる。

したがって、上下方向については除振装置を設けず、建

築構造的に剛な基礎構造を設けることで振動振幅の低減

を図ることとした。

Table 2 基礎構造、地盤の諸元

Outline of Foundation of the Building

建物 1階形状 短辺方向 11.7m×長辺方向 28.2m
床版・基礎構造 鉄筋コンクリート
除振対象エリア 8.4m×7.3m
除振床部分
耐圧盤形状

7,800×8,900×厚さ 500mm、
耐圧盤底GL-2,750
杭頭部厚さ 1,000mm、

表層地盤特性 N 値＝約 3（GL０～-9m）、せん断
波速度Vs=89.8×N0.341＝130m/sec

杭先端地盤特性 GL-16ｍ、泥岩層、せん断波速度
Vs=89.8×N0.341＝340m/sec

杭 (除振床部分) PHC杭φ500 B種、中央部 1本、許
容耐力 800KN、杭先端深さGL-16m
PHC杭φ300 A種、周囲 8本、許容
耐力 400KN、杭先端深さGL-16m
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一方、水平方向

物への入力損失効

3.5Hz の地盤振動は
の低減となること

示した除振目標を

により振動の低減

の装置に要求され

0.20 (=0.167/0.84) 

３．　除振構造の

３．１　除振設計

前節での検討か

積層ゴムと粘性ダ

とした。さらに、

振することはコス

期が同時ではなく

となどを踏まえて、7台の機器が設置されるエリアの床全

体を 1 台の除振装置として構成するという、新しい試み

を採用することにした。除振床は鉄筋コンクリート構造

とし、その重量により除振周期の長周期化を図ることと

した。

なお、大地震時の対応については、装置レイアウト等

の関係から除振床周辺に十分なクリアランスを設けるこ

とができなかったため、ある程度以上の大振幅について

は周辺に設けた緩衝材によってエネルギーを吸収するこ

とで対処することとした。

３．２　除振床構造概要

FIg.3 に除振床構造の全体概要を示す。また、Table

3 に除振床を構成する部材の諸元についてまとめて示す。

この除振床は通常の免震ビル等に比べると除振対象重

(a) 積層
Fig. 2 地盤柱状図

Soil Profile
に関しては、耐圧盤による地盤から建

果を考慮すると、水平方向に卓越する

、耐圧盤で約 0.84 倍になり、約 16％
が予想された。この結果、２．２節に

達成するためには、何らかの除振装置

を図る必要があることが判明した。こ

る除振能力は、3.5Hz～4.0Hz において
となる。

設計

の基本方針

ら、除振は水平方向のみを対象とし、

ンパーによる除振構造を採用すること

除振対象となる 7 台の機械を個別に除

ト的に不利であること、機器の搬入時

将来的に順次設置される予定であるこ

量が小さいことから、一般的に用いられる規格品の積層

ゴムを用いることはできない。しかしながら、この除振

床用として特注品を製作することはコスト増の原因とな

る。そこで、ここでは積層ゴムの別置き試験体に用いら

れる小型の積層ゴムを転用することでコスト減を図るこ

ととした。

Table 3 に示された諸元から、除振床の水平固有振動

数は、ｆ=1.30 Hz（全機器積載時）～ 1.45 Hz（RC 床板
のみ）となる。ここで、RC 床板のみの時の 3.5Hz におけ
る除振床の伝達率（除振能力）を求めると、p=3.5 Hz、
h=0.1として
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となる。この値は、前述の要求除振能力 0.20 とほぼ等し

く、機器設置による重量増加に伴う長周期化、さらに計

算過程の各種安全余裕を見込めば要求性能を満たすこと
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Table 3

Specifications of Vibration Isolated Floor Components

◆除振床
構造 鉄筋コンクリート造
寸法 7.3 ｍ × 8.4m× 平 均 厚 さ

600mm
重量 91.0 ton
積載機器重量（加工物・
架台を含む）

7台合計 23.5 ton

◆積層ゴム
種別 天然ゴム系
寸法 直径φ304mm×高さ 140.6mm
ゴムせん断弾性係数 G=34.3 N/cm2 (3.5 kgf/cm2)
単体水平剛性 Kh=440 kN/ｍ (449 kgf/cm)
単体水平剛性 (微動時*) Kh=880 kN/ｍ (898 kgf/cm)
単体鉛直剛性 Kv＝1,120×103 kN/ｍ

　　(1,140×103 kgf/cm)
単体鉛直剛性 (微動時*) Kv＝2,240×103 kN/ｍ

　　(2,280×103 kgf/cm)
個数 9個

*微少歪時の剛性に対する歪依存率を約 100％(2 倍)増と想定
して求めた値

◆粘性ダンパー
粘性材料 ブタン系化合物（SA-P)
単体減衰係数 C=343～686 N･s/cm

　　(35～70kgf･s/cm)
個数 4個
◆緩衝部材
種別 高減衰HDタイプKJ-100
許容荷重 6.3 ton
吸収エネルギー 980 J (100kgf･m)
個数 各辺 14 個、計 56個

が十分可能と考えられる。

なお、除振床水平度に対する要求条件、および大振幅

時における緩衝材のエネルギー吸収能力に関しても、

Table 3 の諸元により満足できることを確認している。

４　除振性能の確認測定結果

Photo 1 ～ Photo 2 に完成した除振床の外観ならび

に構成部材の写真を示す。

Photo 1 の点線で囲った部分が除振床部分である。中

央に見えるのは作業用の通路部分であるが、Fig.3 にも示

すように、この部分は除振床からは分離して設置されて

おり、通路上の歩行振動が除振装置に影響を与えないよ

うに考慮されている。Photo 2 には、基礎柱上に設置し

た積層ゴムと粘性ダンパーが見られる。

完成した除振床において、除振性能確認のため交通振

動測定を行なった。測定を行なった段階では機器は設置

されておらず、結果は除振床のみの状態におけるもので

ある。Fig.4 に建屋内各所において測定した代表的な加速

度記録のピークホールド周波数分析結果を示す。Fig. 4

(a) は電車走行時における水平方向（建屋短辺方向）の結

果であり、(b)

（建屋短辺方

それぞれ、点

が除振床直下

ている。図中

してある。

測定結果か

・ 電車・前面

床上の各測

値(1)以下に

・ 防振基礎上

基礎の固有

・ 電車走行時

見ると、地

程度となっ

ている

・ 自動車通過

見ると、地

しており、

に低減して

Lamin

粘性ダ

作業通路
Photo 1 除振床全体外観

Vibration Isolated Floor
除振床部分
ンパー

積層ゴム
Photo 2 積層ゴムと粘性ダンパー

ated Rubber Bearing and Viscous Damper
 は前面道路自動車走行時における水平方向

向）の、(c) は同じく上下方向の結果である。

線が地盤上、鎖線が建屋内１階床上、破線

の耐圧盤上、実線が除振床上の結果を示し

には嫌振機器の振動許容値(1)を併記して示

らは以下のようなことが確認された。

道路通過自動車による振動について、除振

点の水平・上下各方向の振幅は、振動許容

収まっている。

の水平方向では、2Hz弱の振動数において

振動によると思われるピークが見られる。

の、水平方向 3～4Hz 付近における振幅を

盤に対して防振基礎上の振幅は約 1/5～1/6

ており、設計時の予想とほぼ同程度となっ

時の、上下方向 5Hz 付近における振幅を

盤に対して耐圧盤の振幅は約 1/10 に低減

設計時に予想した約 1/8 という値よりさら

いる。
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・ 地盤から建屋内への伝搬における振幅低

ると、水平方向に関して、10Hz 以上の

振幅は地盤から建屋に入る段階で低減し

して、それ以下の振動数における振動は

てもあまり減衰していない。2.5Hz 以上

振基礎上で大きく減衰している。一方、

動に関しては、地盤と比較して耐圧盤の

減少している。防振基礎上でも耐圧盤と

となっている。

Fig.5 には、測定結果から求めた耐圧盤

装置の伝達関数を示す。図に示されるよう

の１次固有振動数は 1.7Hz であり、除振床

1.45Hzに比べて約 16%高めとなっている。

考慮していなかった、粘性ダンパーの微小

る剛性の影響によるものと考えられる。特

おける建屋内気温が摂氏 5℃程度と低かった

響が大きいと思われる。一方、伝達関数か

定数は約 8%となっている。

上下方向に関しては、30Hz～50Hzにか

な増幅が見られるが、20Hz 以下においては

は見られず、設計で想定した除振性能に悪

いないことが確認された。

なお、図中、1Hz,2Hz 付近に見られる

定器アンプのノイズに起因するものであり

ではない。

Ob

(a) 電車走行時における水平振動 (b) 自動車走行時における水平振動 (c) 自動車走行時における上下振動

振動許容値振動許容値

振動許容値
Fig. 4振動測定のスペクトル分析結果

served Spectra of Traffic Induced Vibration
104

減の様子を見

高い振動数の

ているのに対

耐圧盤におい

の振動は、防

上下方向の振

振幅が大きく

同程度の振幅

に対する除振

に、水平方向

のみの設計値

これは設計で

振幅時におけ

に、測定時に

ことによる影

ら求めた減衰

けてなだらか

ほとんど増幅

影響を与えて

ピークは、測

、現実の現象

５　まとめ

道路およ

設置される嫌

つの床上に設

を採用した。

除振性能確認

た性能を発揮

ることが確認

この工法

方法として、

広く応用が可

Transfer F

(a) 水平方向 (b) 上下方向
Fig. 5 除振床の伝達関数

unction of the Vibration Isolated Floor
び高架鉄道に隣接して建設された研究施設に

振加工機器を対象として、複数の機器を一

置して床全体を除振構造とする新たな工法

完成した除振床において振動測定を行ない、

を実施した結果、除振床は設計で想定され

しており、嫌振機器の振動許容値を満足す

された。

は、低コストで大きな除振空間を実現できる

複数の嫌振機器を対象とした場合以外にも

能であると考えられる。


